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中間レビュー調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国 名：スーダン共和国 案件名：北部スーダン職業訓練強化プロジェクト 

分 野：職業訓練 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部社会保障課 協力金額（評価時点）：約5億3,000万円 

協力期間 2011年1月から2013年

12月まで（3年間） 

先方関係機関：人的資源開発・労働省（MoHRDL）、 

職業・徒弟訓練評議会（SCVTA） 

日本側協力機関：オーピーシー株式会社 

１－１ 協力の背景と概要 

スーダン共和国（以下、スーダン）人的資源開発・労働省（MoHRDL）1傘下の職業・徒弟訓

練評議会（SCVTA）は、その法令で「職業訓練は生産性の高い労働者を育成するための手法」

とうたっているものの、スーダンにおける職業訓練システムの現状は、①旧態依然とした制

度・カリキュラム、②職業訓練センター（VTC）運営管理能力の不足、③VTC指導員の能力不

足、④VTC施設・機材の老朽化、等の問題を抱えており、産業界における労働需要や訓練ニー

ズに応えていない状況である。 

このような背景の下、スーダンは産業界のニーズを反映したより戦略的な産業育成計画を策

定すべく、わが国に対して職業訓練システムのマスタープラン策定のための開発調査を要請

し、国際協力機構（JICA）は2008年11月から2010年3月にかけて「職業訓練システム開発調査」

を実施した。ここで提言されたスーダン職業訓練システム改善に向けたSCVTAの職業訓練実施

能力の強化に関しJICAは、SCVTAをカウンターパート（C/P）機関として、2011年1月から2013

年12月の3年間の予定で「社会及び労働市場のニーズを踏まえたSCVTAの職業訓練実施能力強

化」をめざし、産業界のニーズに合った訓練内容（カリキュラム、訓練計画、教材開発）、指

導員の能力強化、施設・機材の管理強化、紛争の影響を受けた人々や社会的弱者を重視した職

業訓練プロバイダー機関への支援機能強化等への技術移転を実施している。 

 

１－２ 協力内容 

本中間レビュー調査結果に基づきプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を改訂し

たため、改訂後の協力内容を記載する。 

 

（1）上位目標 

職業訓練システムが強化され、訓練修了生の就業機会が拡大する。 

 

（2）プロジェクト目標 

社会及び労働市場のニーズを踏まえたSCVTAの職業訓練実施能力が強化される。 

 

（3）成 果 

成果1：SCVTAの職業訓練センター支援機能が強化される。 

成果2：SCVTAの各種職業訓練プロバイダー支援機能が強化される。 

 

 

                                                        
1 2012年8月1日の省庁改変により、労働省は人的資源開発省と統合し、人的資源開発・労働省となった。 
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（4）投入（中間レビュー：2012年11月30日時点） 

【日本側】 

専門家派遣：7名 

供与機材：84万スーダンポンド（約2,050万8,000円*） 

ローカルコスト負担：51万スーダンポンド（約930万8,000円**） 

*1 スーダンポンド＝29.070（2012年2月JICAレート）**1 スーダンポンド＝18.207円（2012年11月JICAレート） 

施設改修工事：障害者用トイレ、女性用トイレ、会議室、ワークショップの設置・改修

 

【スーダン側】 

C/P配置：SCVTA幹部及びスタッフ 計7名 

専門家執務室（2カ所）、事務家具 

ローカルコスト負担：5万7,000スーダンポンド 

２．評価調査団の概要 

 

 

調 査 者 

担当分野 氏 名 所属先 

総  括 中原 伸一郎 JICA国際協力専門員〔技術職業教育訓練（TVET）〕

協力企画 櫛田 眞美 JICA人間開発部社会保障課 主任調査役 

調査企画 磯部 陽子 JICA人間開発部社会保障課 特別嘱託 

評価分析 宮川 眞木 個人コンサルタント 

調査期間 2012年11月30日～2012年12月20日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成状況 

各成果の達成状況は以下のとおりである。 

 

【成果1：SCVTAの職業訓練センター支援機能が強化される。】 

成果1は、スーダン側の財政上の理由で多少遅れ気味の活動もあるが、おおむね順調に

発現してきている。一部の活動の遅れは深刻なものではなく、プロジェクト終了時までに

すべての活動は実施される見込みである。プロジェクト活動の一環として実施している指

導員向け訓練（TOT）は参加者から高く評価され、また、別途進めている短期コースカリ

キュラムの開発と長期コースカリキュラムの改訂作業も予定どおり進められている。訓練

管理ツールやモデルコースへの機材導入は質の高い訓練の提供に貢献しており、C/Pは、

日本人専門家から紹介された訓練管理の考え方を通して、時間管理や計画づくりを重視す

る態度が醸成されている。また、C/Pや指導員は、訓練管理方法の導入は、彼ら自身の時

間管理、計画立案、PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクルに対する考え方や行動を変え、

訓練の質の向上をもたらしたと述べている。 

個々の指標に対する、達成状況は以下のとおりである。 

＜指標＞ 

1．改善されたモデルコースの指導員訓練に参加した指導員が研修への満足度について5

段階中3以上の評価を付す。 

2．短期コースで2コース以上のカリキュラムが開発され、長期コースで2コース以上の

カリキュラムが改訂される。 

3．機材の維持管理に関する活動が実施された回数。 
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＜達成状況＞ 

1）1年次は96％、2年次は95％のTOT参加者が、訓練の質に対し、5段階中3以上の評価を

つけた。 

2）11件の短期コースカリキュラムが開発され、2件の長期コースカリキュラムが改訂作

業中である。 

3）機材管理ワークショップがハルツーム2VTCにおいて5回開催された。同VTCの道具

と機材のリストはほぼ完成し、維持管理システムの構築作業が進められている。 

 

【成果2：SCVTAの各種職業訓練プロバイダー支援機能が強化される。】 

成果2に関する活動は、プロジェクト1年次において部分的に遅れがみられた。訓練プロ

バイダーに対するニーズ調査とTOTは実施されたが、技術指導を通じての本格的な支援は

始まったばかりである。SCVTAでは、社会的弱者支援を担当するC/Pが2名増員され、訓練

プロバイダーとのコミュニケーションの再活性化、技術支援への勢いがついた。日本人専

門家は、訓練プロバイダーとプロジェクトの協働により、成果2の発現へ向けた活動が今

後、勢いを増すことを見込んでいる。 

個々の指標に対する、達成状況は以下のとおりである。 

＜指標＞ 

1．各種訓練プロバイダー機関に対してSCVTAが実施した支援の数。 

2．SCVTAによって行われた技術的助言に対する各種訓練プロバイダー機関の満足度。

＜達成状況＞ 

1）SCVTAは、訓練プロバイダー及び関連機関に対し21回の訪問を行ったが、これらの

ほとんどは、情報交換かニーズ調査である。実質的な支援活動は始まったばかりで

ある。 

2）2011年実施のTOTのフォローアップ調査によると、幾つかの訓練プロバイダーはTOT

の有用性を認識し、研修訓練所の発展や研修内容の向上に向けたSCVTAからの助言

に対する期待が表明されている。 

 

（2）プロジェクト目標の達成状況 

【プロジェクト目標：社会及び労働市場のニーズを踏まえたSCVTAの職業訓練実施能力が

強化される。】 

プロジェクト目標は終了時までに達成されると見込まれるが、阻害要因と考えられるこ

とは、SCVTAによるローカルコストに係る予算執行の遅れがある可能性と、組織内の的確

な人員配置の不足である。南スーダンの独立により、スーダン政府の財政状況が不安定に

なっていることは注目すべきであり、それが、今日までのプロジェクト予算配布の遅れの

原因となっていると見受けられる。 

個々の指標に対する達成状況は以下のとおりである。 

＜指標＞ 

1．VTCによって実施されたモデルコースの訓練修了生の90％以上が訓練終了時に5段階

評価中3以上の訓練コース評価を付す。 

2．モデルコースの訓練修了生の就業率が75％以上となる。 

3．モデルコースの訓練修了生の雇用主の70％が訓練修了生の評価について5段階中3以

上を付す。 

4．各種訓練プロバイダー機関が実施する訓練における社会的弱者の参加者の数が増加

する。 

5．各種訓練プロバイダー機関によって実施された訓練コースの参加者の満足度が5段階

評価のうち3段階以上となる。 
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＜達成状況＞ 

1）2012年の4月から6月に実施したモデルコース訓練において、冷凍空調コースを除く

すべてのコースで、100％の訓練修了生が訓練の質について5段階評価で3以上の点を

つけた。なお、冷凍空調コースでは50％の訓練修了生が2の評価をつけたが、冷凍空

調コースの質が向上すれば、本指標は達成されることが見込まれる。 

2）該当部分に関する調査が未実施のため実績データが得られていない。障害者連盟

（Disabled Union）の会長によると、訓練修了者のなかで、既に職に就いた者が出て

きている。 

3）該当部分の調査が未だ実施されていないので、実績データは得られていない。今後

の活動で実施される予定のモデルコースのフォローアップ調査を通じて収集される

予定である。 

4）該当部分のデータは未入手である。プロジェクトでは、当初から社会的弱者を主な

対象とする訓練を実施しているプロバイダーを選定したため、プロジェクト活動を

通じて社会的弱者の割合を増加させることは容易ではないと考えられる。他方で、

本プロジェクト以前のSCVTAでは、このような社会的弱者向けの訓練を支援する活

動がほとんど実施されていなかったが、プロジェクト活動を通じて訓練プロバイダ

ー支援活動が強化されている。 

5）PDM（英語版）上の指標の意味がプロジェクト内で十分に共有されていなかったこ

とから、該当部分の実績は取りまとめられていない。関係者間で指標の意味を再確

認のうえ、プロジェクト内でめざす達成レベルを検討する。 

 

（3）上位目標の達成状況 

【上位目標：職業訓練システムが強化され、訓練修了生の就業機会が拡大する。】 

現段階で上位目標の達成見込みを判断するのは困難であるが、就職率や収入を増大させ

ることは時間がかかるものと予想される。SCVTA策定の戦略計画をはじめとする政府によ

る支援活動に加え、民間や個々人の努力も同時に必要であると、プロジェクトディレクタ

ーは考えている。 

個々の指標に対する達成状況は以下のとおりである。 

＜指標＞ 

1．本プロジェクトを通じて、少なくとも890名以上の直接裨益者が輩出される。 

2．訓練修了生の就職率が75％以上になる。 

3．訓練修了生の収入が訓練前と比較して増加する。 

＜達成状況＞ 

1）TOT、モデルコース、及び他のワークショップを含めた裨益者数は、プロジェクト終

了時までに815名になる見込みであり、また、プロジェクト終了から3年後時点での

裨益者総数は、1,505名以上となる見込みである。 

2）3）訓練修了生の就職率や収入は、労働市場の状況に大きく影響するので、現時点で

判断を下すのは難しいと考えられる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

本プロジェクトは、スーダン政府の開発政策及び日本の政府開発援助（ODA）政策との

整合性が高い。スーダン政府は25カ年国家戦略計画（2007～2031）により技能労働者を増

大させる方策として職業訓練分野の拡大と近代化を奨励しており、また日本政府は、最新

の対スーダン国別援助方針において、職業訓練を具体的活動対象と位置づけている。 

さらに、スーダンの開発ニーズとの整合性も高い。国家歳入の石油依存体質からの脱却
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へ向けて、産業の多様化とそれを支える有能な労働者の育成を必要とする、スーダンの産

業のニーズに合致している。また、プロジェクト活動は障害者、女性、紛争の影響を受け

た人々など、社会的弱者ニーズにも焦点を当てており、国家開発ニーズにも整合している。

 

（2）有効性：比較的高い 

多くの活動が計画どおりに進行しており、一部の活動では遅れがみられるものの、今後

の活動で的確な対応をとることにより回復できると見込まれている。PDM上の指標に関連

する数値上のデータの多くがまだ得られていないが、訓練修了生の訓練評価においては極

めて高い成績が示されている。「職員がSCVTAでの勤務を続ける」という、外部条件も満

たされる見込みが高く、プロジェクト目標達成の見込みは高い。SCVTAのVTCと訓練プロ

バイダーへの支援機能は、プロジェクトの活動を通して強化されている。 

 

（3）効率性：比較的高い 

PDM上のすべての活動が開始され、成果の発現に貢献している。短期コースカリキュラ

ムの開発、長期コースカリキュラムの改訂、訓練計画や指導記録日誌、訓練生による訓練

日誌等の訓練管理ツールの導入等は、SCVTAのVTCへの支援機能強化という成果の発現

に、大きく貢献している。また供与機材は、短期コースでの必要を基に選定され、適切な

時期に導入・活用されている。TOT参加者は、障害者用トイレの設置を高く評価し、効率

的に使用されている。一方、SCVTAの予算不足のために一部の訓練実施が延期されたこと

は、プロジェクトの効率性に影響を与えた。 

 

（4）インパクト：中レベル 

SCVTAの組織能力強化を意味するプロジェクト目標と、就業・収入機会の増大を意味す

る上位目標は、手段と目的の関係で結ばれてはいるが、後者の実現には時間を要し、プロ

ジェクト終了の3年後に期待することは難しく、労働市場の不安定さにも影響を受ける。 

カリキュラム開発手法（CUDBAS）や運営管理概念（PDCAサイクル）の導入により、

C/Pの計画運営能力向上につながったといえる。 

身体障害者や女性向けの職業訓練への支援を通じて、SCVTAによる社会的弱者向けの訓

練支援に関する意識が高まった。 

また、JICAで並行して実施中の他プロジェクトとの連携を通して、SCVTAはハルツーム

以外のVTCや訓練プロバイダーを訪問し、州や地域レベルの職業訓練ニーズへの理解を深

めた。 

 

（5）持続性：中レベル 

職業訓練の重要性を指摘している25カ年国家戦略計画（2007～2031）が有効であるので、

政府のSCVTAへの政策的支援は継続するものと考えられる。 

一方で、組織面及び技術面での持続性は、SCVTA内スタッフの高齢化が進むなかで、近

い将来に管理職ポストを引き継ぐ若い世代の成長と彼らへの技術移転にかかっている。ま

た、財源の確保も課題であり、授業料を徴収して財源へ充てる訓練事業の成否は、財政面

の持続性に影響を与える。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

日本人専門家が紹介した、CUDBAS、訓練管理手法、機材保守技術が、スーダン側C/Pに評

価、習得され、実践されている。また、障害者用トイレ、会議室、ワークショップ等の設置・

改修は、機材の導入とともに、指導員の士気を高め、訓練の質と身体障害者の職業訓練へのア

クセスの改善に貢献した。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

スーダン側負担分の予算不足のために、一部の訓練実施が延期されたことは、プロジェクト

の効率性に影響を与えた。予算は計上されているものの、これが執行されるかを引き続き注視

する必要がある。また、SCVTA内、及びSCVTAとVTC間のコミュニケーションには十分ではな

い面があり、これがスーダン側のプロジェクトに対する理解の程度に差異を生じさせた。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトは、スーダン政府の計画と必要性に調和して、おおむね計画どおり実施され

ている。SCVTAスタッフや、指導員を含めたVTCのスタッフの能力向上、訓練管理手法の開発

等、幾つかの成果がみられている。2011年7月の南スーダン独立による影響でスーダンの社会・

経済環境は不安定さを増したが、プロジェクトメンバーは、プロジェクト目標達成のために努

力を続けてきた。自らの能力向上に加え、施設改善と機材導入による職場環境の改善が伴った

ことにより、スーダン側C/Pの意欲が向上していることも確認されている。 

したがって、SCVTAが関係者間のコミュニケーション確保に注意を払いながら、日本人専門

家とともに、職業訓練プログラムのモニタリング・評価やVTC及び訓練プロバイダーに対する

技術指導を中心とするプロジェクトの活動を適切に進めていけば、本プロジェクト目標は達成

されると見込まれる。 

 

３－６ 提 言 

（1）プロジェクト期間内の活動に関する提言 

1）スーダン側C/Pのプロジェクト理解の確保 

スーダン側C/Pのなかで英語とアラビア語の間で言葉の障壁が存在することが指摘さ

れた。C/P全員のプロジェクト理解を徹底するために、アラビア語文書の活用により言語

的障壁を取り除くことを強く提言する。 

2）スーダン側C/P内のコミュニケーション強化 

SCVTA内、SCVTA とVTC及びSCVTAと訓練プロバイダー間のコミュニケーションは

強化されてきたが、依然プロジェクト理解に差異が生じている。スーダン側C/P内のコミ

ュニケーションとプロジェクトに関する相互理解を改善することが期待される。 

3）ローカルコンポーネントの適切な支出と報告 

スーダン側負担のローカルコンポーネント予算の執行が遅れてきたことは、円滑な活

動実施とプロジェクト目標の達成に対して重大な影響を与えた。したがって、スーダン

側が予算を適切な時期に執行することを提言する。 

4）SCTVAスタッフの増員と知見の継承 

VTCや訓練プロバイダーへの適切な技術支援を行うため必要となるスタッフの新規配

置は、実現に至ってはいない。ただし、現在20名の新規職員採用の準備が進められてい

るとのことから、できるだけ早急な実現と人材育成が求められる。 

5）訓練管理手法によるガイドライン/マニュアルの開発 

プロジェクト活動を通じて、CUDBASや訓練管理手法を導入したが、これらの定着に

は、定期的に見直しや内容改善の取り組みが求められ、長期的なプロセスと予想される。

プロジェクト終了までに、これら手法についてのガイドラインまたはマニュアルの開発

を進めることを提言する。 

 

（2）プロジェクト終了後以降も含めた中・長期的な取り組みへの提言 

1）VTC及び訓練プロバイダーへのSCVTA支援能力の向上 

現在のSCVTAによる支援は、主に一定のVTC支援に限定されているため、今後は、本

プロジェクト成果を活用した技術支援を、他のVTC及び訓練プロバイダー向けに拡大す
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るための取り組みを今から始めておくことを提言する。 

2）就業支援を含む官民連携の促進 

職業訓練の強化により国内外の労働市場に高度な資格を持った技能労働者を提供する

ために、VTCと民間セクターとの提携が必要である。 

3）VTC運営のための追加的財源の確保 

現在のVTCの財源は政府からの補助金に依存しているが、VTCの運営のためには追加

的財源が求められる。VTCによる活動を通じて得られた自己収入を自ら運用できるよう

に財務省との調整を図っていくことが求められる。 

4）VTCの訓練時間をはじめとする訓練の質の改善 

本プロジェクトでは指導員の能力強化などによる職業訓練サービスの質向上を図って

きたが、訓練の質の観点からみると、訓練生の十分な能力強化には至っていない。実際

の訓練時間がカリキュラム上の訓練時間に比べて少ないことが挙げられ、訓練生が十分

な技能習得に至っていない。SCVTAは長期コースのカリキュラム改善等の対策を検討し、

質の高い訓練を訓練生へ提供できるような制度を構築することが、中・長期的には求め

られている。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

スーダン共和国（以下、スーダン）では、失業率が高く（約17％：IMF 2006年）、その背景とし

て産業界の労働需要を満たすことができる技能労働者が質・量ともに不足していることが指摘さ

れている。 

スーダン人的資源開発・労働省（MoHRDL）1傘下の職業・徒弟訓練評議会（SCVTA）はその法

令で「職業訓練は生産性の高い労働者を育成するための手法」とうたっているものの、スーダン

における職業訓練システムの現状は、①旧態依然とした制度・カリキュラム、②職業訓練センタ

ー（VTC）運営管理能力の不足、③VTC指導員の能力不足、④VTC施設・機材の老朽化、等の問

題を抱えており、産業界における労働需要や訓練ニーズに応えていない状況である。 

このような背景の下、スーダンは産業界のニーズを反映したより戦略的な産業育成計画を策定

すべく、わが国に対して職業訓練システムのマスタープラン策定のための開発調査を要請し、国

際協力機構（JICA）は2008年11月から2010年3月にかけて「職業訓練システム開発調査」を実施し

た。ここでは、スーダンの労働市場を踏まえた持続的な職業訓練システムの確立に向けたマスタ

ープランの策定、マスタープラン実現に向けたアクションプランの作成、SCVTA及び関係機関へ

の各種提言と計画策定・実施能力の強化支援を行い、これを受けて、上記提言に基づくスーダン

職業訓練システム改善に向けたSCVTAの職業訓練実施能力の強化に関する要請が出された。 

JICAは、SCVTAをカウンターパート（C/P）機関として、2011年1月から2013年12月の3年間の予

定で「北部スーダン職業訓練強化プロジェクト」を実施しており、これまで7名から成るコンサル

タントチーム（総括/訓練センター運営管理、副総括/能力開発計画、訓練計画/カリキュラム開発、

技術指導/機材計画、社会的弱者支援、施工管理、及び機材計画Ⅱ/業務調整/訓練センター運営補佐）

が派遣されている。 

本プロジェクトでは「社会及び労働市場のニーズを踏まえたSCVTAの職業訓練実施能力強化」

をめざし、産業界のニーズに合った訓練内容（カリキュラム、訓練計画、教材開発）、指導員の能

力強化、施設・機材の管理強化、紛争の影響を受けた人々や社会的弱者を重視した職業訓練プロ

バイダー機関への支援機能強化等への技術移転を行ってきた。 

今般、C/Pと合同で本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析し、プロジェクト残り期間の課

題及び今後の進め方について確認・合意し、合同評価報告書にまとめることを目的に、本中間レ

ビュー調査が実施された。 

 

                                                        
1 2012年8月1日の省庁改変により、労働省は人的資源開発省と統合し、人的資源開発・労働省となった。 
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１－２ 調査日程 

調査期間：2012年11月30日～12月20日 

日付 
調査内容 

官団員 コンサルタント 

11 30 金 

 

 

成田→ドバイ 

12 1 土 →ハルツーム到着 

 2 日 

・プロジェクト（専門家）チーム打合せ 

・SCVTA C/Pへの調査計画説明 

・SCVTA 視察及びC/Pヒアリング 

 3 月 ・SCVTA C/Pヒアリング 

 4 火 

・フレンドシップVTC視察、ヒアリング 

・ITTSにてヒアリング 

・SCVTA C/Pヒアリング 

 5 水 ・ハルツーム2VTC視察、ヒアリング 

 6 木 

・専門家ヒアリング 

・Disabled Unionヒアリング 

・Women’s Union視察及びヒアリング 

 7 金 ・評価レポートドラフト作成 

 8 土 ・資料整理 

 9 日 成田→ドバイ ・SCVTA C/P、専門家へのヒアリング 

 10 月 →ハルツーム DDRCへのヒアリング 

 11 火 

・団内協議 

・MoHRDL副大臣表敬 

・日本大使館表敬 

 12 水 

・プロジェクトチームとの打合せ 

・SCVTAにて評価レポート案協議 

・団内協議 

 13 木 

・団内協議 

・SCVTAにて評価レポート案協議 

・ハルツーム2VTC訪問 

・スパークTCヒアリング 

・スーダニーズコリアVTCヒアリング 

 14 金 ・団内協議・M/M準備 

 15 土 ・団内協議・M/M準備 

 16 日 

・団内協議 

・SCVTAにて評価レポート案協議 

・M/Mドラフト作成 

 17 月 
・SCVTAにてM/M案協議 

・JICAスーダン事務所にてJCC前概要報告 

 18 火 
・JCC・M/M署名 

・SCVTAによる他ドナーへの実績共有会合 

 19 水 

・スーダニーズコリアVTC訪問 

・フレンドシップ VTC訪問 
・報告書案作成 

ハルツーム→ 

 20 木 →ドバイ→成田 
ITTS：指導員・監督員訓練機関 DDRC：武装解除・動員解除・社会復帰委員会 TC：訓練センター M/M：協議議事録 

JCC：合同調整委員会 
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１－３ 調査団構成 

担 当 氏 名 所 属 

総  括 中原 伸一郎 JICA国際協力専門員〔技術職業教育訓練（TVET）〕

協力企画 櫛田 眞美 JICA人間開発部社会保障課 主任調査役 

調査企画 磯部 陽子 JICA人間開発部社会保障課 特別嘱託 

評価分析 宮川 眞木 個人コンサルタント 

 

１－４ 主要面談者 

（1）スーダン側関係者 

1）職業・徒弟訓練評議会（SCVTA） 

1．Mr. Mustafa Elradi Ahmed H. 事務局長/プロジェクトディレクター 

2．Mr. Abdelwali Mahamed Babiker ITTS所長/プロジェクトマネジャー 

3．Ms. Zubaida Elsadig Fadul 計画部部長代理 

4．Mr. Mudathir Abbas ITTS副所長 

5．Mr. Siddig Hamdan Somi 試験部部長補佐 

6．Ms. Amel Mohamed Eisa 開発部部長補佐 

7．Ms. Houaida Hussein Mahmoud 計画部部長補佐 

8．Ms. Omima Musa カリキュラム技術ガイダンス部部長補佐 

 

2）ハルツーム2VTC 

1．Mr. Hussein Bala Ahamed 校長 

2．Mr. Salah Hassan Balal 校長補佐 

3．Mr. Mohammed Naser Ali 製図情報技術（IT）科主任 

4．Ms. Amal Kamaldeen Ali ガソリン自動車科主任 

5．Mr. Bushra Mohamed Ahmed ガソリン自動車科指導員 

6．Mr. Abdulgadir Hamad Ahmed ディーゼル自動車科指導員 

7．Mr. Ahmed Mukhtar Al-Tahir 空調冷凍科主任 

8．Mr. Anwar Mohamed Ahmed 空調冷凍科指導員 

9．Mr. Sefeldeen Hassan Al-Tahir 電気科主任 

10. Mr. Walid Hassan Ali 電気科指導員 I 

 

3）フレンドシップVTC 

1．Mr. Salim Imam 校長 

2．Mr. Mafasim Hassan 校長補佐 

3．Ms. Aid Ali Abdulwahid 食品加工科指導員 

 

4）スーダニーズコリアVTC 

1．Mr. Mohamed Abdulwaha 校長 

2．Nuha Ibrahim Ali 女性開発活動科指導員 
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5）スパーク訓練センター 

1．Hassan Mahammed 校長 

2．Adel Saeed オーナー 

 

6）スーダン身体障害者連盟 

1．Mr. Elkhawad Ebrehim 会長 

2．Ms. Elham Ibrahim Ali 女性と子供担当幹部職員 

 

7）スーダン女性同盟 

1．Ms. Nuha AhmedElnager 訓練事務局書記官 

2．Ms. Wedad Mahamed 経済部職員 

3．Ms. Asha Al-Noor リハビリテーション部職員 

4．Ms. Ebtehal Mustafa 元職員〔指導員訓練（TOT）参加者〕 

 

8）スーダン武装解除・動員解除・社会復帰委員会（DDRC） 

1．Mr. Ibrahim Mohamed 社会復帰部部長 

2．Mr. Zul Figar Ali 平和と和解局プロジェクト立案アドバイザー 

 

（2）日本側関係者 

1）在スーダン日本大使館 

1．折笠 弘維 参事官 

2．田渕 雄介 二等書記官 

 

2）プロジェクト専門家 

1．露木 雅美 副業務主任/能力開発計画 

2．小田嶋 美里 機材計画Ⅱ/業務調整/訓練センター運営補佐 

 

3）JICAスーダン事務所 

1．森 裕之 所長 

2．今井 史夫 次長 

3．加藤 久絵 企画調査員 

 

１－５ プロジェクトの概要 

スーダン連邦政府における職業訓練に係る業務を担う職業・徒弟訓練評議会（SCVTA）をC/P機

関として、その傘下にあるハルツーム2職業訓練センター（ハルツーム2VTC）を拠点とした活動

を通じて、VTC支援及び非政府組織（NGO）等の職業訓練プロバイダー支援に係る能力強化を図

ることで、スーダンの職業訓練システム改善をめざす。 

 

（1）上位目標 

職業訓練システムが強化され、訓練修了生の就業機会が拡大する。 
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（2）プロジェクト目標 

社会及び労働市場のニーズを踏まえたSCVTAの職業訓練実施能力が強化される。 

 

（3）成 果 

① SCVTAの職業訓練センター支援機能が強化される。 

② SCVTAの各種職業訓練プロバイダー支援機能が強化される。 

 

（4）協力対象範囲 

ハルツーム2VTCをパイロット活動の拠点として、モデルコースの計画・実施・カリキュラ

ム改訂をSCVTAスタッフとオンザジョブ・トレーニング（OJT）にて進めることでSCVTA機

能強化をめざす。 

なお、プロジェクト開始後の早々に、「除隊兵士支援」をめざして南コルドファン州と青ナ

イル州を対象地域に含めることとしたが、その後の両州の治安悪化により実質的な対象から

は外れている。 

 

（5）協力期間 

2011年1月～2013年12月（3年間） 

 

（6）その他 

スーダン職業訓練分野においてJICAは現在、複数のプロジェクト（他案件は、地方州を対

象とした職業訓練分野を含むマルチセクターを対象とするもの）を実施しており、各取り組

みに関する相互連携として、本プロジェクトでの連邦政府機能強化と、他案件での地方VTC

支援をうまく組み合わせることが期待されている。 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価の手法 

本調査は、「新JICA事業評価ガイドライン 第1版」に基づき、プロジェクト・デザイン・マト

リックス（PDM）を活用して以下の方法で実施した。 

 

（1）評価目的の確認 

C/P機関と合同で、本プロジェクトの実績、実施プロセスについて情報収集のうえ、これら

の分析・検討を行い、計画修正の要否及び残るプロジェクト期間の活動への提言を合同評価

報告書として取りまとめるべく、実施されることを確認した。 

 

（2）評価対象プロジェクトの全体像の確認 

プロジェクトの概要、及びこれまでのプロジェクト活動について、事業事前評価表、詳細

計画策定調査報告書、運営指導調査団帰国報告書、コンサルタント業務進捗報告書、コンサ

ルタント業務計画書、PDM等をレビューすることにより、プロジェクトの全体像を、計画内

容と実施状況の観点から確認した。 

 

（3）評価のデザイン 

経済協力開発機構（OECD）内の委員会である開発援助委員会（DAC）で提唱された評価5

項目に沿って、PDM及び他の関連資料を参考として、評価目的を達成するために必要な調査

項目を設定し、判断基準と情報入手手段を加え、評価グリッドを作成した。 

また、以下の5つの視点から評価を行った。 

    

1）妥当性：プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標）が、最終受益者のニーズ

に合致しているか、スーダン政府の開発政策及びわが国政府の政策との整合性は

あるかなどを問う視点。 

2）有効性：プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされて

いるか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

3）効率性：主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されている

か（あるいは、されるか）を問う視点。 

4）インパクト（見込み）：プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果

や波及効果をみる視点。予期しなかった正・負の効果・影響を含む。 

5）持続性（見込み）：プロジェクト終了後もプロジェクトで発現した効果が持続されるか、

その見込みを、組織、財政、技術の側面から問う視点。 

 

さらに上記に加え、プロジェクトの実績と実施プロセスにかかわる調査項目を、評価グリッ

ドに組み入れた。 
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２－２ 主な調査項目とデータ収集分析方法 

（1）主な調査項目 

1）日本、スーダン双方の投入、プロジェクト活動の実績、プロジェクトの成果とプロジェク

ト目標の達成度合いを確認した。 

2）プロジェクトの進捗は、日本人専門家やC/P（スーダン側のプロジェクトメンバー）によ

る自己評価に基づいて、適切な活動が実施されたかを確認した。 

 

（2）データの収集と分析 

1）文献資料調査 

討議議事録（R/D）、年次業務完了報告書のような既存の文献・報告書や、その他プロジェク

トが作成した資料などから必要な情報を収集した。 

2）質問票調査 

事前に作成した質問票を、日本人専門家とC/Pに配布し、情報収集した。 

3）インタビュー調査 

本プロジェクトに従事する日本人専門家、C/Pらに対してインタビューを行い、プロジェ

クトの実績と実施プロセスの現状について、情報誌を収集・整理した。 

4）現地視察 

本プロジェクトでパイロット活動を実施しているハルツーム2VTCを含め、職業訓練を実

施しているVTCを視察し、現状確認を行った。 

 

２－３ 合同レビュー調査としての整理 

本中間レビュー調査は、日本とスーダンによる合同レビューとして扱った。日本側が収集・分

析・整理した結果に基づいて評価報告書案を作成し、スーダン側と共有のうえ、内容を検討した。

双方にて事実確認や必要な修正を行ったものを報告書としてJCCにて合意した。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側の投入実績 

日本側の投入は、おおむね計画どおりである。2012年11月30日時点での投入実績は以下のと

おりである。 

 

（1）専門家派遣 

 担当業務 派遣実績（累積人/月） 

1 業務主任/訓練センター運営管理 7.20 

2 副業務主任/能力開発計画 1.87 

3 訓練計画/カリキュラム開発 7.20 

4 技術指導/機材計画Ⅰ 11.70 

5 社会的弱者支援 6.77 

6 施工管理 4.50 

7 機材計画Ⅱ/業務調整/訓練センター運営補佐 11.30 

合計 50.54 

（付属資料１．ANNEX 3-1参照） 

 

（2）本邦及びエジプト研修 

SCVTA 2名及びITTS 1名のスタッフを含む合計14名が、本邦研修（12名）またはエジプト

での第三国研修（2名）を受講している。（付属資料１．ANNEX 3-2参照） 

 

（3）供与機材 

プロジェクトの第1年次（2011年1月～2012年2月）に約48万スーダンポンド（約1,395万

4,000円2）、第2年次（2012年3月～）に約36万スーダンポンド（約655万4,000円）分の機材が、

本プロジェクトを通じてこれまでに供与された。機材項目は主に短期モデルコース実施に

必要となるものが選定され、多くのモデルコースが実施されるハルツーム2VTCを中心に配

備されたが、食品加工コースに要する関連機材は、同コースを実施するフレンドシップVTC

に配備された。（付属資料１．ANNEX 3-3参照） 

 

（4）ローカルコスト 

これまで日本側が負担したローカルコストは、930万8,243円（51万1,245スーダンポンド3）

である。これらは、モデルコース実施にあたる講師謝金、訓練参加者の交通費、訓練資料

作成費や訓練用の消耗品費等として活用された。（付属資料１．ANNEX 3-4参照） 

 

                                                        
2 2012年2月JICAレート：SDG1＝¥29.070による。 
3 2012年11月JICAレート：SDG1＝¥18.207による。 
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（5）施設改修工事 

プロジェクト活動を進めるなかで、特に短期モデルコースの実施に影響のあるハルツー

ム2VTCの施設改修の必要性が判明したことから、障害者用トイレ、女性用トイレ、会議室、

ワークショップの設置・改修工事が実施された。 

 

３－１－２ スーダン側投入実績 

スーダン側もプロジェクト実施に必要な投入を以下のとおり行った。 

 

（1）C/Pの配置 

プロジェクトディレクターとプロジェクトマネジャーはR/Dに記載のとおり配置され、プ

ロジェクトマネジャーは、プロジェクト第2年次にITTS所長が引き継いだ。またSCVTAは、

日本人専門家それぞれの専門性に基づく活動に対応するようにC/P計5名を配置した。プロ

ジェクトの第2年次には、SCVTAの組織改編にあわせて、社会的弱者支援担当として更に2

名のC/Pが追加配置された。（付属資料１．ANNEX 3-5参照） 

 

（2）施設の提供 

専門家チームの活動のために、SCVTAとハルツーム2VTCのそれぞれに、十分な広さの執

務室と家具が提供された。 

 

（3）ローカルコスト 

これまでスーダン側が負担したローカルコストは、5万7,750スーダンポンドである。 

プロジェクト開始年（2011年）はモデルコース実施のための予算が承認されなかった。

しかしながら、講師の交通費、障害者向けのスロープの設置や障害をもつ訓練生が参加し

やすい環境づくりのために要するその他の費用、光熱費等は、SCVTAの運営予算の中から

捻出された。（付属資料１．ANNEX 3-6参照） 

 

３－２ 活動実績 

PDM上に設定された活動の進捗状況について、以下に示す。（付属資料１．ANNEX 1-2参照） 

 

成果1：SCVTAの職業訓練センター支援機能が強化される。 

活 動 実 績 

1-1 カリキュラム開発の

ための短期のモデル

コースを選定する。 

企業へのニーズ調査結果に基づき、電気、冷凍･空調、IT、一般

の5分野から、14コースが選定された。このうち、2012年11月ま

でに11コースのカリキュラムが開発された。 

 

分野 モデルコース 選定理由 

自動車 ・シャーシ 

・エンジン 

・自動車電気 

自動車科はSCVTA傘下のVTC

に共通する学科であり、スーダ

ンにおける流通運搬・整備業界

で重要な分野である。 
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電気 ・電気配線 

・シーケンス制

御 

電気学科はSCVTA傘下のVTC

に共通する科目であり、スーダ

ンにおけるインフラ整備に重

要な分野である。 

冷凍・空調 ・空調設備 

・空調配管 

高温な気候のスーダンにおけ

る建設分野で重要な科目であ

る。 

IT ・IT基礎 

・IT会計 

・CAD 

・身体障害者向

けIT基礎 

ITリテラシーの醸成と環境整

備、PCによる各種管理が急務で

ある。加えて、身体障害者向け

訓練技術としても活用可能な

学科である。 

その他 ・食品加工 

・裁縫 

・ホテル従業員

女性向け基本学科であり、自営

機会の可能性が高い。観光サー

ビスとして成長が期待できる。
 

1-2 産業界のニーズに対

応したモデルコース

の、カリキュラム、指

導案、教材を開発す

る。 

カリキュラム開発手法（CUDBAS）の活用により、11コース（自

動車エンジン、電気配線、空調設備、IT基礎、障害者用IT基礎、

食品加工、自動車シャーシ、電気シーケンス制御、空調配管、IT

会計、縫製）のカリキュラムがSCVTA担当者及びVTCの指導員ら

によるワークショップを通して開発された。指導案作成方法はセ

ミナーやTOTを通じて日本人専門家から紹介され、指導計画は

TOT実施を担う指導員によって作成された。教材は日本人専門家

が紹介したものや既存物の改良版が共有された。 

1-3 短期コースの訓練実

施に必要な機材を供

与し、機材維持管理シ

ステムを構築する。 

供与機材はモデルコース実施のためとして、主な機材はハルツー

ム2VTCに、また食品加工用のものはフレンドシップVTCに整備

された。これを受けて、機材維持管理システム構築に向けたワー

クショップが、これまでに5回開催され、また、維持管理システ

ム活用に必要なPC使用法についてのセミナーも実施された。 

1-4 短期モデルコースの

新カリキュラムの下、

指導員訓練を実施す

る。 

新カリキュラムに基づく短期モデルコースのTOTが実施された。

1年次 2年次 

自動車エンジン 

電気配線 

空調設備 

IT基礎 

障害者IT基礎 

食品加工 

自動車シャーシ 

電気シーケンス制御

空調 

IT会計 

縫製 

 

1-5 職業訓練センターに

おいて短期モデルコ

ースを実施する。 

 

 

 

 

 

上記1-4のTOT終了後、VTCにおいて5コースの短期モデルコース

が実施され、6コースが実施中である。 

実施済み 実施中 

自動車エンジン 

電気配線 

冷凍空調 

IT基礎 

食品加工 

自動車シャーシ 

電気シーケンス制御

空調 

IT会計 

障害者向けIT基礎 

縫製 
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1-6 短期モデルコースの

実績を基に、長期コー

スカリキュラムの改

訂を行う。 

自動車整備科と電気科の2コースについて、カリキュラム改訂ワ

ークショップが開催され、改訂作業が開始された。 

1-7 訓練の評価を行い、研

修プログラムへのフィ

ードバックを行う。 

TOTのフォローアップ調査が実施され、モデルコースについて

は、訓練終了時のアンケート結果を基に評価が行われた。その結

果、IT基礎と障害者向けIT基礎が改訂され、訓練期間や訓練時間

数の変更がされた。 

1-8 ITTSの改革と、人材育

成計画、機材施設管理

計画、財務計画を含む

SCVTAの年間活動計

画に、助言を行う。 

TOTや第三国研修の実施を通して、ITTSでは講師謝金や旅費の明

確な基準が存在しないことが判明しており、これらを基に、ITTS

の役割と財務計画への助言が行われることになる。SCVTAの年

間計画については、就業支援活動の開始についてSCVTAと専門

家チームで協議が開始された。 

成果2：SCVTAの各種職業訓練プロバイダー支援機能が強化される。 

活 動 実 績 

2-1 

 

除隊兵士及びその他

社会的弱者を重視し

て各種職業訓練プロ

バイダー機関の訓練

ニーズを確認する。 

社会的弱者向けの各種訓練プロバイダーのニーズを確認するた

めに、「訓練対象者（紛争の影響を受けた人、障害者、女性ら）

の技術レベルの評価」、「南コルドファンの除隊兵士と女性同盟に

対する聴取」、「障害者を含む自営業者に焦点を当てた起業調査」

を行った。 

2-2 

 

除隊兵士及びその他

社会的弱者訓練に適

当な各種職業訓練プ

ロバイダー機関の特

定を行う。 

障害者、女性、紛争の影響を受けた人々らに焦点を当てている訓

練プロバイダーを8機関特定した。 

障害者 ・Disabled Union 

・Deaf Union 

・Blind Union 

女性 ・Women Union 

・Alrajaa Center for Training Education 

and Woman Development 

除隊兵士 ・TACOPACARD 

女性、若年者、障

害者 

・Women Center for Peace and 

Development 

南コルドファン

州弱者グループ 

・Ministry of Social Development 

 

2-3 

 

各種職業訓練プロバ

イダー機関の指導員

訓練をVTCで行う。 

各種訓練プロバイダー機関の訓練指導員を対象として3コース

（食品加工、障害者用IT基礎、縫製）のTOTがVTCにて実施され

た。 

2-4 

 

各種訓練プロバイダ

ー機関における短期

訓練の実施に向けた

支援を行う。 

上記2-3の活動（TOT）以外の支援活動は未実施である。訓練プ

ロバイダーへの訪問を21回行い、プロバイダーによる訓練実施に

向けた支援ニーズを確認しており、具体的な活動は今後の課題で

ある。 

2-5 

 

訓練の評価を行い、プ

ログラムへのフィー

ドバックを行う。 

TOTフォローアップ調査を実施し、結果のフィードバックを行う

準備中である。 
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2-6 

 

 

各種職業訓練プロバ

イダー機関への技術

的助言を行う。 

研修実施方法や起業に係る基本プロセス、技術能力強化ガイドラ

インなどを、TOTを通じて紹介した。 

また、配慮を要する社会的弱者向けの研修実施に向けてSCVTA

が指導すべき事項について、食品加工コース開設に関する助言

や、南コルドファン州、青ナイル州及びゲジラ州の州立VTC施設、

及びハツーム2VTCへの障害者用トイレの設置等について助言を

行った。 

 

３－３ 成果の達成状況 

計画された活動がほぼ予定どおり実施されていることから、想定した成果はおおむね順調に発

現してきている。以下、成果ごとにその達成状況を述べる。 

 

３－３－１ 成果1 

成果1 SCVTAの職業訓練センター支援機能が強化される。 

指 標 1． 改善されたモデルコースの指導員訓練に参加した指導員が研修への満足度につ

いて5段階中3以上の評価を付す 

2．長期及び短期コースで各々2～5コースのカリキュラムが開発される 

3．機材の維持管理に関する活動が実施された回数 

成果1は、一部の活動がSCVTA側の財政上の理由で多少遅れ気味であるが、おおむね順調に発

現してきている。一部の活動の遅れは深刻なものではなく、プロジェクト終了時までにすべて

の活動は実施される見込みである。 

実施済みTOTは参加者から高く評価されており、また、短期コースカリキュラムの開発と長期

コースカリキュラムの改訂作業も予定どおり進められている。訓練管理ツールとモデルコース

への機材の導入は質の高い訓練に貢献しており、またC/Pや指導員へのインタビューによると、

日本人専門家から紹介された訓練管理の考え方を通して、時間管理や計画づくりを重視する態

度が醸成されていることが言及されている。訓練管理方法の導入は、彼らの、時間管理、計画

立案、PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクルに対する考え方や行動を変え、訓練の質向上に

つながっているといえる。 

個々の指標に対する、達成状況は以下のとおりである。 

1）TOT参加者のうち、1年次は96％、2年次は95％が、訓練の質に対し5段階中3以上の評価を

つけた。 

2）11件の短期コースカリキュラムが開発され、2件の長期コースカリキュラムが改訂作業中

である。 

3）機材管理ワークショップがハルツーム2VTCにおいて5回開催された。同VTCの資機材管理

リストはほぼ完成し、維持管理システムの構築作業が進められている。 

 

３－３－２ 成果2 

成果2 SCVTAの各種職業訓練プロバイダー支援機能が強化される。 

指 標 1．各種訓練プロバイダー機関に対してSCVTAが実施した支援の数 

2．SCVTAによって行われた技術的助言に対する各種訓練プロバイダー機関の満足度

成果2に関する活動は、1年次において部分的に遅れがみられた。ニーズ調査とTOTは実施され

たものの、本質的な意味での技術的支援活動は始まったばかりである。SCVTAでは、訓練プロ
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バイダーとのコミュニケーションを再活性化させ、また社会的弱者支援を担当する職員を2名増

員したことにより、訓練プロバイダー向け技術支援活動を強化する体制が整ったところであり、

今後の活動に期待するところである。日本人専門家は、各種プロバイダーと本プロジェクトと

の協働により、成果2の発現へ向けた活動が今後、更に強化されることを見込んでいる。 

個々の指標に対する、達成状況は以下のとおりである。 

1）SCVTAは訓練プロバイダー及び関連機関に対し21回の訪問を行ったが、これらのほとんど

は情報交換とニーズ調査であった。実質的な支援活動は始まったばかりである。 

2）2011年実施のTOTのフォローアップ調査によると、幾つかのプロバイダーはTOTの有用性

を認識しており、また、彼らの研修訓練所の発展や研修内容の向上に向けたSCVTAからの

助言に対する期待が表明されている。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェ

クト目標 

社会及び労働市場のニーズを踏まえたSCVTAの職業訓練実施能力が強化される。 

指 標 

 

1．モデルコースの訓練修了生の90％以上が訓練終了時に5段階評価中3以上の訓練

コース評価を付す。 

2．モデルコースの訓練修了生の就業率が75％以上となる。 

3． モデルコースの訓練修了生の雇用主の70％が訓練修了生の評価について5段階

中3以上を付す。 

4．各種訓練プロバイダー機関が実施する訓練における社会的弱者の参加者の割合

が増加する。 

5． 各種訓練プロバイダー機関によって実施された訓練コースの参加者の満足度が

5段階評価のうち3段階以上となる。 

前述のように、成果1に関する活動はおおむね順調に進んでおり、また成果2に関する活動につ

いても、遅れを取り戻す方向にある。成果2に向けた活動として計画されている、訓練プロバイダ

ーが実施する訓練の評価や彼らへの技術支援活動が的確に行われれば、プロジェクト目標は終了

時までに達成されると見込まれる。 

プロジェクト目標達成への阻害要因として考えられるのは、SCVTAの予算執行が遅れる可能性

があることと、同組織内の適格な人員配置の不足である。 

南スーダンが独立したことによる影響でスーダン政府の財政状況が不安定になっていることは

注目すべきことといえる。今日までのプロジェクト予算配布の遅れの要因のひとつであるとも考

えられる。労働市場の状況もまた同様に、国家経済の失速や全国的に広まる失業率の上昇の形で、

南スーダン独立の影響を受けていると見受けられる。 

個々の指標に対する達成状況は以下のとおりである。 

1）2012年の4月から6月に実施したモデルコース訓練において、冷凍空調コースを除くすべての

コースで、100％の訓練修了生が訓練の質について5段階評価で3以上の点をつけた。なお、

冷凍空調コースでは50％の訓練修了生が2の評価をつけたが、冷凍空調コースの質が向上す

れば、指標は達成されることが見込まれる。 

2）該当部分に関する調査が未実施のため、実績データが得られていない。障害者連盟（Disabled 

Union）の会長によると、訓練終了者のなかで、既に仕事に就いた者が出てきていると述べ
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ている。 

3）該当部分の調査が未だ実施されていないので、実績データは得られていない。今後の活動で

実施される予定のモデルコースのフォローアップ調査を通じて収集される予定である。 

4）該当部分のデータは未入手である。プロジェクトでは、当初から社会的弱者を主な対象とす

る訓練を実施しているプロバイダーを選定したため、プロジェクト活動を通じて社会的弱者

の割合を増加させることは容易ではないと考えられる。他方で、本プロジェクト以前の

SCVTAでは、このような社会的弱者向けの訓練を支援する活動がほとんど実施されていなかっ

たが、プロジェクト活動を通じて訓練プロバイダー支援活動が強化されている。 

5）PDM（英語版）上の指標の意味がプロジェクト（日本側及びスーダン側関係者）内で十分に

共有されていなかったことから、該当部分の実績が取りまとめられていない。関係者間で指

標の意味を再確認のうえ、プロジェクト内でめざす達成レベルを検討する必要がある。 

 

３－５ 上位目標の達成状況 

上位目標 職業訓練システムが強化され、訓練修了生の就業機会が拡大する。 

指 標 1．本プロジェクトを通じて、少なくとも890名以上の直接裨益者が輩出される。 

2．訓練修了生の就職率が75％以上になる。 

3．訓練修了生の収入が訓練前と比較して増加する。 

SCVTAによる多くの活動のフォローアップ調査が行われていない今の段階で、上位目標の見込

みを判断するのは困難といえる。なお、プロジェクトディレクターは、就職率や収入を増大させ

ることは時間がかかるものであり、SCVTAが策定している戦略計画をはじめとする政府の活動に

加え、民間や個々人の努力が同時に必要だと考えている。 

さらに、スーダンにおける職業訓練セクターの包括的な発展をめざすためには、SCVTAは、韓

国、中国、ヨルダンなど、既に連携を始めているところをはじめとする、各種開発パートナーと

の協働活動を拡大していくことも期待される。 

個々の指標に対する達成状況は以下のとおりである。 

1）TOT、モデルコース、及び他のワークショップ等への参加者を含めた裨益者数は、プロジェ

クト終了時までに8154になる見込みである。また、プロジェクト終了から3年後時点での裨益

者総数は、1,505以上となる見込みである5。 

2）3）訓練修了生の就職率や収入は労働市場の状況に大きく影響されるため、現時点で判断を

下すのは難しいと考えられる。 

 

３－６ 実施プロセスにおける特記事項 

（1）活動の実施状況 

PDM上の活動は、TOT（活動1-4）とVTCにおけるモデルコースの実施（同1-5）に多少遅れ

がみられるが、おおむね予定どおり実施されている。これら活動の遅れは、SCVTAによる予

                                                        
4 プロジェクトの裨益者数が1年次181名、2年次317名であり、3年次の裨益者数を2年次と同数に見積もれば、3年間の裨益者総

数は、181＋317＋317＝815名と見込める。 
5 SCVTAは、プロジェクトで開発されたカリキュラムを活用した短期コース（定員10名）を年間11コース、長期コース（定員

40名）を3コース以上実施することを想定しているので、この条件に基づき、プロジェクト終了後3年間の長短両コースの受

講者としての裨益者数は、（10名x11コース＋40名x3コース）x3年＝690名。これに、プロジェクト期間内の裨益者数815を加

えると、裨益者見込み数は、1,505となる。 
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算執行の遅れによるものである。また、訓練プロバイダーに対する技術支援にも更なる促進

が求められるが、これらの遅れすべては、回復可能な範囲内のものと考えられている。訓練

プロバイダーへの技術支援は始まったばかりであり、今後C/Pと専門家が協働して推進する必

要がある。 

 

（2）プロジェクト運営方法 

SCVTAと日本人専門家との円滑なコミュニケーションのために、毎週の会議やその他の定

例会議と必要に応じての会議開催を進めてきた。言語的行き違いにより多少の理解相違が生

まれる場合もあるが、その際には、プロジェクトスタッフを通訳として活用し、相互理解と

問題解決に努めてきている。 

一方、スーダン側の問題として、SCVTA内関係者間、及びSCVTAとVTC間のコミュニケー

ションには、十分ではない面も指摘されている。このことから、スーダン側C/Pのなかでもプ

ロジェクトに対する理解度が人によって異なる状況となっている。プロジェクト活動を進め

るなかで深刻な問題であることから、SCVTAによる情報共有の方法を整理することが求めら

れる。 

 

（3）技術移転の意義 

日本人専門家は主に、スーダン側C/Pとともに業務を実施することを通して、PDCAサイク

ルに基づく計画策定やCUDBASといった日本的な仕事の進め方を紹介し、SCVTAは、カリキュ

ラム開発、訓練管理運営や機材維持管理に関する技術を習得してきている。スーダン側C/Pと

日本人専門家の双方とも、本プロジェクトに投入されている日本人専門家の能力と人数は適

切だと考えている。 

 

（4）スーダン側C/Pのオーナーシップ 

スーダン側C/Pによるプロジェクト活動への積極的な参加が認められている。日本人専門家

は、計画策定にあたっては直接的な助言と支援をしているが、実際の計画実施の段階では、

C/Pのオーナーシップをより高めるために、裏方的なサポート程度にとどめるよう努めた。ス

ーダン側C/Pは自らがリーダーシップをとるべきことの重要性に気付いたところであり、これ

をより強化すべく、プロジェクト期間中の更なる協働が期待される。 

 

（5）民間セクターとの連携 

本プロジェクト活動のなかで、市場ニーズへの対応を意識した活動が幾つか進められた。

LG社やDALグループといった民間企業からの研修講師の招へいに加え、訓練コースの選択や

カリキュラム開発へ活用するための情報収集を目的とした民間会社との関係づくり活動が、

プロジェクトを通じて導入された。 

 

（6）施設の改修 

本プロジェクト内で実施された、障害者用トイレ、及び女性用のトイレの設置と、会議室

やワークショップ等の改修は、ハルツーム2VTCの訓練収容力を高め、結果的に訓練生の総数

増加につながった。これらは、障害者コースに参加する訓練生のアクセスが改善され、また、
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施設改修によって指導員の士気が高まり、モデルコースの質向上にもつながったことによる。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価5項目の評価結果 

４－１－１ 妥当性 

以下の理由により、本プロジェクトの妥当性は高い。 

 

（1）スーダン政府の開発政策との整合性 

スーダン政府は、25カ年国家戦略計画（2007～2031）の中で、技能労働者を増大させる

方策として職業訓練分野の拡大と近代化を奨励しており、この政策は第2次5カ年計画（2012～

2016）でも継承されている。 

 

（2）日本の政府開発援助（ODA）政策との整合性 

日本政府は、最新の対スーダン国別援助方針において、平和の定着支援を重点分野とし

て設定し、そのなかで職業訓練を具体的活動対象ととらえている。したがって、本プロジェ

クトは、日本のODA政策との整合性が高い。 

 

（3）スーダンの開発ニーズとの整合性 

本プロジェクトは、国家歳入の石油依存体質からの脱却へ向けて産業の多様化とそれを

支える有能な人材育成を必要とするスーダンの産業のニーズに合致している。また、プロ

ジェクトでは、同国の社会経済ニーズに基づいて短期モデルコースを選定しており、労働

市場への有能な人材輩出と失業の減少をめざしている。さらに、身体障害者、女性、紛争

の影響を受けた人々など、社会的弱者ニーズにも焦点を当てており、国家開発のニーズに

整合している。 

 

（4）ターゲットグループの選定 

SCVTAは、MoHRDLから独立したスーダン全体の職業訓練の監督機関であり、訓練カリ

キュラムの認定など、全職業訓練機関に対し重大な影響力を有する。したがって、同機関

の能力強化はスーダン全体の職業訓練システムの強化に直結する。加えて、JICAは過去に、

同機関傘下のハルツーム2VTCに対し1980年代から個別専門家を派遣した経緯があり、同機

関はJICAの技術協力についての理解をもつ。 

 

（5）日本の技術の優位性 

前述のように、日本は1980年代から個別専門家派遣の経緯があり、C/Pの日本の職業訓練

の技術レベルに対する信頼はプロジェクト開始当初から高かった。CUDBAS、PDCAサイク

ル、機材維持管理手法をはじめとする日本の職業訓練における技術は、国際技術協力の分

野で十分に活用されており、これらの経験をプロジェクトで生かすことが可能である。 

 

４－１－２ 有効性 

以下の理由により、本プロジェクトの有効性は比較的高い。 

プロジェクト成果として設定されている事項はプロジェクト目標の達成に貢献しており、プ
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ロジェクト目標の指標の1つである訓練修了者の訓練評価は高い。ただし、他の多くの指標に関

する数値上のデータは得られていない。 

 

（1）プロジェクト目標達成の見込み 

活動はおおむね計画どおりに進められている。一部の活動での遅れについて日本人専門

家は意識しており、3年次の活動を通じてPDM上で計画する活動はすべて実施できると見込

んでいる。ただし、活動の遅れに対しての認識は、プロジェクト関係者の間で必ずしも一

致していないが、活動の遅れの原因となっていた、スーダン側のローカルコスト負担分の

予算が承認され、効果的な執行が期待されている。 

PDM上の指標に関連する数値上のデータの多くがまだ得られていないが、訓練修了生の

訓練評価では極めて高い結果が示されていることから、達成が見込まれるといえる。 

なお、これらの見込みは「職員がSCVTAでの勤務を続ける」という外部条件が満たされ

ることが前提であることに留意する必要がある。 

 

（2）成果とプロジェクト目標との因果関係 

SCVTAが、監督対象とするVTCと訓練プロバイダーに対する支援機能を強化する（成果1

及び2）ことにより、その職業訓練実施能力が強化される（プロジェクト目標）という論理

は明確であり、成果とプロジェクト目標には、直接的な因果関係が成立する。 

SCVTAのVTCと訓練プロバイダーへの支援機能は、プロジェクトの活動を通して強化さ

れている。加えてSCVTAは、労働市場のニーズをより強く反映させるため、民間企業との

協働を開始した。これらの機能の強化は、SCVTAの組織の強化につながっている。 

 

４－１－３ 効率性 

以下の理由により、本プロジェクトの効率性は比較的高い。 

実施された活動は、中間レビュー時点で確認できた成果の発現に貢献しており、投入された

機材と人的資源は効率的に活用されている。ただし、SCVTAの予算不足のため、第1回短期モデ

ルコース訓練で負担すべきローカルコストの支出ができずに同モデルコースの開始が遅れ、第2

回TOT、第2回短期モデルコース訓練、訓練フォローアップ調査等、後に予定されていた訓練や

モニタリング等の活動実施時期にも影響が生じていることに留意すべきである。 

 

（1）活動と成果との因果関係 

PDM上のすべての活動が開始され、成果の発現に貢献している。 

短期コースカリキュラムの開発、長期コースカリキュラムの改訂、訓練計画や指導記録

日誌、訓練生による訓練日誌等の訓練管理ツールの導入等は、SCVTAのVTCへの支援機能

強化という、成果1の発現に、大きく貢献している。 

 

（2）投入の質、量、タイミング 

供与機材はモデル短期訓練コースでの必要性に基づいて選定され、活動に対する適切な

時期に導入されたことから、モデルコース実施にあたって有効に活用されている。その後

にも工作機械を中心とした機材が供与されたが、機械工作は、モデル短期コースとしては
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設定されていないこともあり、今後の有効活用に留意する必要がある。 

プロジェクト内で実施された施設改修工事は、コース別の機材倉庫の設置が機材維持管

理作業の効率化のみならず、担当スタッフの士気向上に大きく貢献している。また、TOT

参加者は障害者用トイレの設置を高く評価し、トイレは効率的に使用されている。 

成果2の訓練プロバイダーに対する技術支援に対して、C/Pの配置に不足気味な面がみら

れたが、遅れ気味ながら2012年10月に、社会的弱者支援担当C/Pが1名から3名に増員された

ことにより、解消された。 

一方、SCVTAの予算不足のために訓練実施が延期されたことは、プロジェクトの効率性

に負の影響を与えた。 

 

（3）障害者・女性の訓練へのアクセス 

プロジェクトとSCVTAが訓練提供対象として重視する社会的弱者には障害者も含まれる

が、彼らがTOTやモデルコース訓練の会場へ移動する手段として使用可能な公共交通機関が

未整備であるため、プロジェクトの訓練サービスに対する障害者のアクセスは非常に限ら

れている。そのため、プロジェクト期間中における、SCVTAによる障害者向け訓練サービ

ス提供の経験やこれに係る技術向上支援の機会も、一部を除き限定的なものとなっている。 

同様に対象と考えられる女性については、公的職業訓練機関は工業系学科を主体として

いるため女性の参加率が少ないと一般的にはいわれているが、本プロジェクトでは、食品

加工、縫製、IT等のコースを設置したことにより、女性の高い参加を得ている。 

 

（4）就業支援活動 

PDM上の活動には含まれていないが、本邦研修に参加したSCVTA幹部と日本人専門家の

間において、訓練修了生の就職率向上のための就業支援活動の重要性が共有されており、

民間企業へのニーズ調査等と並行して求職関連情報調査等が実施され、今後の就業支援活

動の開始が検討されている。就業支援活動が本格的に実施されれば、民間企業との連携が

強まり、これまで実施してきた民間企業ニーズ調査やTOTへの講師招へい等の連携が更に活

性化するのに加え、SCVTAのVTCや訓練プロバイダーに対する支援機能の拡大にもつなが

り、今後のプロジェクトの効率性の向上が期待できる。 

さらに、就業支援活動には、上位目標の達成への貢献も期待できる。 

 

４－１－４ インパクト 

中間レビューの現時点で、プロジェクトによる明確なインパクト発現を期待するのは時期尚

早ではあるが、以下の理由により、本プロジェクトのインパクトは、中レベルであるといえる。 

 

（1）上位目標の達成可能性 

SCVTAの組織能力強化をめざすプロジェクト目標と、就業･収入機会の増大をめざす上位

目標は、手段目的関係で結ばれてはいるが、後者の実現には時間を要し、プロジェクト終

了の3年後の達成を期待することは難しく、労働市場の不安定さにも影響を受ける。 

MoHRDLがSCVTAに必要なリソース（予算、人材等）の供給を継続するという外部条件

については、25カ年国家戦略計画が実効中であり、プロジェクト2年次と3年次の予算が承
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認されたなどのプラスの面がある一方で、政府の財政状況に余裕がないというマイナスの

面もあり、楽観は許されない。もう1つの外部条件である、「経済発展と技術者に対する労

働需要が継続される」についての展望は、プロジェクト関係者の間では、現時点では不透

明とみられている。 

 

（2）その他のインパクト 

・ カリキュラム開発手法としてのCUDBASや運営管理の概念であるPDCAサイクルのよう

な日本式の手法を、プロジェクトを通じて取り入れたことにより、スーダン側C/Pの計画

運営能力向上につながったといえる。特に、日本研修に参加したスタッフがカイゼンチ

ームを発足させて、訓練環境の整備・改善へ向けて更なる活動を進めようとしている。 

・身体障害者や女性といった社会的弱者を対象とする職業訓練への支援を通して、SCVTA

は身体障害者を対象とする訓練活動への関心を高めた。なお、身体障害者向け訓練コー

スのみならず、通常のコースでも2名の身体障害者が訓練を受けている事例がある。 

・本プロジェクト活動の影響を受けた障害者連盟（Disabled Union）の実施した職業訓練コ

ース修了者のなかには、既に仕事に就いた者もいる。そのことが同連盟スタッフの訓練

実施への士気と訓練後の仕事提供への責任感を向上させた。 

・JICAがスーダンにおいて実施している職業訓練分野にかかわる他の協力「ダルフール及

び暫定統治三地域人材育成プロジェクト」や、「カッサラ州基本行政サービス向上による

復興支援プロジェクト」との連携を通して、SCVTAはハルツーム以外のVTCや訓練プロ

バイダーを訪問し、州や地域レベルの職業訓練ニーズへの理解を深めた。 

・短期モデルコースに、3名の大学卒業生と2名の大学在学生の申し込みがあり、職業訓練

参加対象の範囲の広がりが生じている。 

 

４－１－５ 持続性 

以下の理由により、本プロジェクトの持続性は中レベルと判断する。しかしながらこれは、

特にSCVTAによる財源の確保と組織内人材の若返り、つまり主要スタッフの高齢化が進む

SCVTA内で若い世代への技術移転がいかに進められるかに大きくかかっている。 

 

（1）政策面での持続性 

・職業訓練の重要性を指摘している「25カ年国家戦略計画（2007～2031）」は引き続き有効

であるので、政府のSCVTAへの政策的支援は継続するものと考えられる。 

 

（2）組織・財政面での持続性 

・組織面での持続性は、SCVTA内スタッフの高齢化が進むなかで、近い将来に管理職ポス

トを引き継ぐ若い世代をいかに成長させられるかにかかっている。 

・SCVTAは、本プロジェクト期間中、あるいはプロジェクト終了後になるかもしれないが、

TOTと短期コースを有料で（授業料を徴収して）実施し、これらを運営管理費用として活

用することを考えている。 

・上記、有料での（授業料徴収による）訓練実施は、財源の多角化の面でプラスではある

が、経済的基盤が弱い、紛争の影響を受けた人々や社会的弱者へのサービス提供の財政
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面での持続性は不透明である。 

 

（3）技術面での持続性 

・SCVTAは、カリキュラム開発、訓練管理、機材維持管理の技術を習得中である。これら

の技術は主に、現在の主要ポストに就く比較的年齢の高いスタッフへ移転されているが、

組織全体の技術面での持続性は、彼らがいかにSCVTAの若いスタッフへ技術を移転する

かにかかっている。 

・SCVTAは、ハルツーム2VTCでの活動を通して得られた機材維持管理についての知見を、

他のVTCを対象としたワークショップを開催して共有・普及することを計画している。

また、全国のVTC及び訓練プロバイダーへの訪問・視察の機会を増やし、本プロジェク

トで得た職業訓練運営の方法の普及を強化する計画である。これら計画が予定どおりに

進められることが、技術面での持続性維持につながると考えられる。 

 

（4）社会、文化、環境面での持続性 

・本プロジェクトを通じて、SCVTAとVTCによる社会的弱者支援に関する正の態度変容を

もたらせたと、SCVTAは評価している。また、障害者連盟（Disabled Union）では、障害

者を対象とする訓練コースの修了者から仕事を得た者が出現したことから、訓練の意義

と今後の可能性、訓練への意欲の高まりが生じたと評している。このような変化が社会

に広まることが、紛争の影響を受けた人々や社会的弱者への支援の面での社会面の持続

性の向上につながるといえる。 

 

４－２ 結 論 

（1）プロジェクト進捗と成果発現 

本プロジェクトは、スーダン政府の計画と必要性に基づく要請と調和して、おおむね計画

どおり実施されている。プロジェクト活動による成果は、SCVTAスタッフや、指導員を含め

たVTCスタッフの能力向上、訓練管理手法の開発など、幾つかの活動で進捗が確認されてい

る。2011年7月の南スーダン独立による影響でスーダンの社会・経済環境は不安定さを増した

が、そのようななかでもプロジェクトメンバーはプロジェクト目標の達成のために努力を続

けてきた。自らの能力向上に加え、施設整備と機材導入による職場環境の改善が伴ったこと

により、スーダン側C/Pの意欲が向上していることも確認されている。 

 

（2）評価5項目 

評価5項目の観点からみると、本プロジェクトはこれまで妥当性が高いことが特徴であり、

有効性と効率性も比較的高い。インパクトと持続性については、プロジェクトの中間という

時期的なこともあり不確定な要素が強いが、それだけに今後のプロジェクト実施のあり方で

見通しが大きく変化する可能性をもつ。 

妥当性については、スーダン政府の政策と開発ニーズ、及びわが国の援助政策及び技術の

優位性との整合性が高い。 

有効性と効率性については、専門家チームとC/Pによる努力、及び導入された技術・機材の

質の高さと有用性等により比較的高いと判断できる一方、プロジェクト期間前半には、予算
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不足、人員不足、言語的障壁による関係者内での理解の相違やコミュニケーション不足等に

よる負の要因も指摘されている。しかしながら、2012年及び2013年のスーダン側予算は既に

決定されていること、また、一部は既に実現し今後も予定されているスタッフの増員、今回

の中間レビューで行われたPDMの改訂等により、前述の負の要因の多くが改善され、今後の

有効性と効率性が更に向上することが期待される。さらに、現在検討中の就業支援活動の進

捗によっては民間企業との連携が強化され、TOTやモデルコース実施の面での効率性向上の可

能性があることも期待できる。 

インパクトと持続性については、プロジェクトの中間の時点で結論を下すのは時期尚早の

面もあるが、就業支援活動が期待どおりに実施されれば就職の可能性を伸ばすことができる

ことから、上位目標の達成の見込みも強まり、インパクトの改善も期待できる。持続性は、

SCVTAによる適切な予算執行とスタッフの増員と若返り、これに伴うSCVTA内の技術継承の

進行にかかっている。 

 

（3）結 論 

現時点での見通しとしては、今後、SCVTAが（SCVTA内、及びSCVTAとVTC間を含む）関

係者間のコミュニケーション確保に注意を払いながら、日本人専門家とともに、職業訓練プ

ログラムのモニタリング・評価やVTC及び訓練プロバイダーに対する技術指導を中心とする

プロジェクト活動を適切に進めていけば、本プロジェクト目標は計画どおり達成される見込

みである。 
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第５章 プロジェクト計画の修正 
 

本調査でのレビュー結果を踏まえ、PDMの一部修正を行った。修正後のPDMはJCCにおいて第3

版として正式に合意・承認された。 

主な修正点は以下のとおりである。 

 

５－１ プロジェクト要約 

（1）活動の文言変更 

活動2-1及び活動2-2にある「除隊兵士」の文言を「紛争の影響を受けた人々」との表現へ変

更した。 

1）変更内容 

【PDM第2版】 

・活動2-1 除隊兵士及びその他の社会的弱者を重視して各種職業訓練プロバイダー機関

の訓練ニーズを確認する。 

・活動2-2 除隊兵士及びその他の社会的弱者訓練に適当な各種職業訓練プロバイダー機

関の特定を行う。 

【PDM第3版】 

・活動2-1 紛争の影響を受けた人々及びその他の社会的弱者を重視して各種職業訓練プ

ロバイダー機関の訓練ニーズを確認する。 

・活動2-2 紛争の影響を受けた人々及びその他の社会的弱者訓練に適当な各種職業訓練

プロバイダー機関の特定を行う。 

2）変更理由 

スーダンにおける社会経済の安定にとって除隊兵士を対象とした職業訓練の提供が重要

であるとの視点から、上記のとおり当初PDMへ明確に記載していた。本プロジェクト活動開

始後には、ハルツームには除隊兵士が多くないことから、関連する対象地域として青ナイル

州と南コルドファン州を想定し、同2州でのニーズ調査を通じた訓練ニーズの把握と訓練プ

ロバイダーの特定、及びそれらに関する支援活動を想定していた。 

しかしながら、その後、同2州における治安情勢が悪化したことにより、職業訓練サービ

スに関するモニタリング・評価活動を行わないこととなった。また、スーダン全体の紛争地

域の状況の変化も伴って、除隊兵士に関する活動展開が不透明になったことが指摘されてい

た。 

JICAは2012年4月に実施した運営指導調査において、それまでのプロジェクト活動進捗に

関する懸念事項の整理と併せて、その後の除隊兵士に対する活動展開が不透明であることを

踏まえてPDM上に記されている、「除隊兵士」の文言を、除隊兵士も含む広い範囲での対象

者を表現する「紛争の影響を受けた人々」へ差し替えたうえで、これらの人々の支援をプロ

ジェクトで行っていくことで、スーダン政府（SCVTA）と合意していたことから、このたび

のPDM整理に合わせて、改めて書き換えることとした。 
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５－２ プロジェクト目標の指標 

（1）指標1と指標5の相違点を明確化 

指標1と指標5の表現が類似していることが指摘されたことから、相違点が明確になるよう

に表現を整理した。 

1）変更内容 

【PDM第2版】 

・指標1 モデルコースの訓練修了生の90％以上が訓練終了時に5段階評価中3以上の訓練

コース評価を付す。 

・指標5 各種訓練プロバイダー機関によって実施された訓練コースの参加者の満足度が

5段階評価のうち3以上となる。 

【PDM第3版】 

・指標1 VTCによって実施されたモデルコースの訓練修了生の90％以上が訓練終了時に

5段階評価中3以上の訓練コース評価を付す。 

・指標5 各種訓練プロバイダー機関によって実施された訓練コースの参加者の満足度が

5段階評価のうち3以上となる。 

2）変更理由 

英語版PDM第2版の指標5に「各種訓練プロバイダー機関によって実施された」の部分の明

確な記述がなく、指標1と5の区別が不明確となっていたため、指標1に「VTCによって実施

された」を、指標5に「各種訓練プロバイダー機関によって実施された」を追記し、両者の

違いを明確にした。 

 

（2）指標4の表現変更 

指標4の測定に際し、定量的評価を明確にするために表現を変更した。 

1）変更内容 

【PDM第2版】 

指標4 各種訓練プロバイダー機関が実施する訓練における社会的弱者の参加者の割合

が増加する。 

【PDM第3版】 

指標4 各種訓練プロバイダー機関が実施する訓練における社会的弱者の参加者の数が

増加する。 

2）変更理由 

プロジェクトにおける訓練プロバイダーの選定にあたり、社会的弱者への対応を中心活動

とする訓練プロバイダーを支援対象として選択した。当該プロバイダーが実施する訓練の参

加者は、当初から社会的弱者が中心であることから、プロジェクト活動による支援を通じて

も、社会的弱者の占める割合自体を増加させることは困難であることが判明した。よって、

社会的弱者の受入れの拡大の程度を示す指標として、割合ではなく実数にて評価することを

想定して、表現を差し替えることとした。 
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５－３ 成果の指標 

（1）成果の指標1-2の表現変更と目標値の明確化 

成果指標1-2について、カリキュラムの開発と改訂の各目標値を明確化した。 

1）変更内容 

【PDM第2版】 

指標1-2 長期及び短期コースで各々2～5コースのカリキュラムが開発される。 

【PDM第3版】 

指標1-2 短期コースで2コース以上のカリキュラムが開発され、長期コースで2コース以

上のカリキュラムが改訂される。 

2）変更理由 

達成目標値を明確にするため、「2～5」を「2以上」として明確化した。また長期コースカ

リキュラムは新たに「開発」するのではなく、プロジェクト活動の一環として実施した、産

業界ニーズを反映した短期コースカリキュラムの改訂プロセスを活用して、既存のカリキュ

ラムを「改訂」するものであることを踏まえ、長期コースに関しては「改訂」と表現するこ

とで、各々の活動成果を明確化した。 

 

（2）成果の指標1-3の表現変更 

成果指標1-3について、対象とする活動の意味を明確化した。 

1）変更内容 

【PDM第2版】 

指標1-3 機材の維持管理が実施された回数 

【PDM第3版】 

指標1-3 機材の維持管理に関する活動が実施された回数 

（注）英語版PDM第2版に、「に関する活動」の部分が記述されていなかったため、追記し

た。 

2）変更理由 

英語版PDMの指標1-3には「維持管理の回数」と表現されており、その意味が不明確であっ

たため、維持管理に関する、ワークショップ、インベントリー作成、及びそれらに基づく検

査等を想定する意味を含めて「活動」の語を追記し、明確化した。 
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第６章 提言と教訓 
 

６－１ 提 言 

６－１－１ プロジェクト期間内の活動に関する提言 

残るプロジェクト期間中の活動をより有効なものにすべく、実施メカニズムや活動環境の整

備の観点で以下の点を提言する。 

 

（1）スーダン側C/Pのプロジェクト理解の促進 

本調査前にプロジェクトにて実施された自己中間評価報告書によると、スーダン側C/Pの

一部に、英語とアラビア語の間での言語的障壁が存在することが指摘されている。今次調

査におけるスーダン人C/Pへのインタビューからも、例えばプロジェクトで使用している

PDMや活動計画（PO）などの文書が英語のものであることから、アラビア語の文書作成の

必要性が指摘された。英語をきちんと理解できる者にはプロジェクトの詳細が明確に理解

できるが、そうでない者にとっては、理解があいまいな状態でプロジェクトにかかわって

いたこととなる。本プロジェクトにかかわる関係者全員、特にスーダン側C/Pのプロジェク

ト理解を徹底するためには、この言語的障壁を取り除くべく、アラビア語文書の整備を進

めることを提言する。これによりC/Pのオーナーシップ強化にも期待したい。 

 

（2）スーダン側C/P内のコミュニケーション強化 

今次調査では、各種プロジェクト活動を通して、SCVTA内、またSCVTAとVTCs間、及び

SCVTAと訓練プロバイダー間のコミュニケーションが強化されてきたことが確認された。

しかしながら、こうした組織内・外のコミュニケーションは常に堅実だったのではなく、

また未だすべてにおいて十分とはいえないため、スーダン側C/Pのプロジェクト理解のレベ

ルに依然として差異が生じている。これらを改善するためには、SCVTAは、組織内のみな

らずVTCや訓練プロバイダーとの更なるコミュニケーションを徹底することが求められる。

これによりVTCや訓練プロバイダーへの支援機能向上につながることが期待される。 

 

（3）ローカルコンポーネントの適切な支出と報告 

スーダン側投入の一要素であるローカルコンポーネントについては、R/Dに明記されてい

る。しかしながら、SCVTAによる関係省庁への働きかけにより予算は計上されているもの

の、MoHRDLや財務省との調整は十分には機能しておらず、これまでの予算執行は遅れて

いる。このことは当然ながら、プロジェクト活動の円滑な実施と、ひいてはプロジェクト

目標達成に重大な影響を与えるものである。したがって、SCVTAをはじめとするスーダン

側組織は、予算を適切な時期に計画どおり執行できるよう、引き続き努力する必要がある。

なお、これに加え、財務上のアカウンタビリティや透明性の確保は継続的な予算確保に向

けて重要な要素となることから、SCVTAやVTCでも、適切な会計報告に向けた取り組みを

強化していくことが求められている。 

 

（4）SCVTAスタッフの増員とスタッフ間の知見の継承 

2012年4月に行われた運営指導調査では、VTCや訓練プロバイダーへの適切な技術支援を
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行うために必要とされる、SCVTAへの12名の新規スタッフ配置について共有された。しか

しながら、スーダン側はスタッフの新規採用のために一定の努力を払ったものの、今次中

間レビューまでにその実現には至ってはいない。一方、プロジェクトディレクターによる

と、20名の新規職員採用の手続きが進行中であることが確認された。人材育成は時間を要

するプロセスであることから、この新規配置と併せて、現行のベテランスタッフから新規

に採用される若手スタッフへの知見や技術・ノウハウの移転がスムーズに行われることが

プロジェクトの持続性の見地から重要であり、できるだけ早急に実現することが望まれる。 

 

（5）訓練管理手法に関するガイドライン/マニュアルの開発 

本プロジェクトでは、これまでの2年間で、CUDBASやPDCAサイクル、機材リストの作

成や日報等、訓練管理に係る手法を導入してきた。これらの有効性についてはスーダン側

C/Pも認識しており、成果発現につながることが期待される。しかしながら、これらの手法

を本当の意味で定着させるには、定期的な見直しによる繰り返しと、トライ＆エラーによ

る改善の取り組みが求められ、長期的なプロセスになるものと予想される。したがって、

これら手法の現地化と定着に向けた取り組みのひとつとして、プロジェクト終了までの期

間でスーダン側C/Pと日本側専門家との協働により、これら手法についての（暫定的な）ガ

イドラインまたはマニュアルの開発を進めることを提言する。 

 

６－１－２ プロジェクト終了以降も含めた中・長期的な取り組みへの提言 

本プロジェクトでは、スーダンにおける職業訓練分野全体を管轄するSCVTAをC/Pとして活動

を進めてきた。スーダンの職業訓練分野全体の発展へ向けて、この限られたプロジェクト期間

のみならず、それ以降も必要となる継続的な取り組みとして、以下のような提言を行った。 

 

（1）VTC及び訓練プロバイダーへのSCVTA支援能力の向上 

本プロジェクトでは、主にモデルサイトであるハルツーム2VTCへの支援活動を通じて、

SCVTAのVTC支援に関する能力強化を図ってきた。これまでの活動を通じて、SCVTAによ

るVTCと訓練プロバイダーへの技術支援能力は強化されてきた。しかしながら、SCVTAの

技術支援対象は、州政府傘下を含む全国のVTCや訓練プロバイダーであることから、モデ

ルサイトの活動で得られた知見の共有化、すなわち本プロジェクト成果の普及が今後の課

題といえるが、現在のSCVTAの支援は、主に一定のVTC支援に限定されている。SCVTAで

は、本プロジェクト成果の普及計画を既に策定しているとのことであるから、今後は、同

計画に基づいた技術支援をいかに行っていくかについて、必要に応じた計画の見直しと、

その計画の実施に向けた取り組みについて、今から始めておくことを提言する。 

 

（2）就業支援を含む官民連携活動の促進 

職業訓練の最終目標は、国内外の労働市場に対して高い技能を備えた人材を供給するこ

とにある。この目標を達成するうえで、地元及び国際的な民間セクターとSCVTA及びVTC

の提携・協力は極めて重要な要素である。SCVTAはこれまでにも、例えば長期訓練コース

における企業内工場実習や現職訓練を通じて民間企業との連携活動を行ってきてはいるが、

限定的な範囲にとどまっているのが現状である。今後は民間セクターとの更なる提携強化
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が求められる。積極的な取り組みを表明している民間企業からの求人と就職者とのより良

い適合をSCVTAが促進するような就業支援活動等を促進していくことが中・長期的には求

められる。こうした活動は、周辺国と比較しても高いといわれているスーダンの失業率低

下にも貢献できる可能性があるといえる。 

 

（3）VTC運営のための追加的財源の確保 

現在のVTCの財源は政府からの補助金に依存している。スーダン政府の国家財源は国際

価格に大きく左右される石油に依存する傾向にあるため、VTCの適切な運営、適切な職業

訓練を実施するに十分な補助が得られるとは限らない状況である。したがって、VTC運営

のために追加的財源を求めることは、理にかなった対応といえる。事実、SCVTAや幾つか

のVTCではこれまでも、TOTや短期訓練コースの提供を通じた追加財源を確保している。 

しかしながら、現在はスーダン財務省の規定により、これら自己収入はすべて財務省へ

納めるよう定められており、VTCは自らの活動で得られた収益を利用することはできない。

SCVTAは、これら自己収入の一部を自ら運用できるよう財務省との調整を図っているが、

引き続き、本規定の改訂へ向けた調整を積極的に行っていくことが求められる。中・長期

的には、各VTCに対し収益活動を奨励し、また、これら自己収入財源を適切に運用するた

めの財政管理システムの構築も必要である。 

 

（4）VTCの訓練時間をはじめとする訓練の質の改善 

本プロジェクトでは、スーダン側と日本側双方からの投入により、指導員の能力強化、

施設・機材の整備、カリキュラムや教材の開発など、VTCによる公的職業訓練サービスを

提供する環境が整えられてきた。しかしながら、プロジェクトによる自己中間評価報告書

によると、訓練の質の観点からみると、訓練生の十分な能力強化には至っていないことが

指摘されている。この1つの要因としては、カリキュラムで規定されている訓練時間数と実

際の訓練時間がかい離している（実際の訓練時間がカリキュラム上の訓練時間に比べて少

ない）ことが挙げられる。このことはつまり、訓練生が必要とされる技能と知識を所定の

時間で習得できないことを意味している。したがって、SCVTAは長期コースのカリキュラ

ム改善等の対策を検討し、質の高い訓練を訓練生へ提供できるような制度を構築すること

が、中・長期的には求められている。 

 

６－２ 教 訓 

６－２－１ プロジェクト実施プロセスに関する教訓 

（1）日本側とスーダン側とのPDMの共有の重要性 

第5章に記述されたように、本中間レビュー調査にてPDMが改訂されたが、不明確さを解

消するための表現変更が改訂の主要な部分を占めた。プロジェクト目標の指標1と5の違い

や、成果の指標1-2や1-3の不明確さは、活動を実施するスーダン側C/Pや日本人専門家から

の指摘もあって今回の改訂に至った。この改訂により、PDMについての正しい理解が共有

され、より効果的で効率的なプロジェクトの運営が期待できる。 

一方でこれは、これまでの約2年間のプロジェクト活動を、PDMの理解について不十分な

まま進めてきたことの裏返しともいえる。もっと早い時期に、PDMの不明確さと改訂の必
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要性が双方で共有されていれば、プロジェクトの理解、更には、スーダン側による更なる

オーナーシップの醸成にも良い影響が出ていた可能性もある。 

ついては、プロジェクト関係者は、PDMや関係者の共通理解に関する問題に気付いた場

合は、できるだけ早急にその共有を図り、解決と共通理解の促進に努めるべきである。 

 

（2）PO活用の重要性 

本プロジェクト運営にあたり、日本側とスーダン側で公式に承認されたPOは、プロジェ

クト運営では有効活用されていなかった。日本人専門家チームでは、核活動に関するスケ

ジュールを作成し、C/Pへの共有を図っていたが、十分な相互理解には至っていなかった。

そのせいか、C/Pに対して今後予定されている活動を質問しても、「日本人専門家が次に来

たときに相談して決める」との回答であり、以後の活動に明確な展望を十分に持ち合わせ

ない、オーナーシップの欠如を感じさせる場面が見受けられた。また、成果2に関する活動

進捗の理解に、プロジェクト関係者のなかでも微細な違いが生じていた。これらの点につ

いて、プロジェクトチーム内（日本人専門家及びスーダン側C/P全員）で、POが共通の資料

として有効活用されていれば状況は違っていたのではないかと考えられる。 

C/Pが日本人専門家の指示や助言を待たず、オーナーシップをもってプロジェクトに臨む

ためには、プロジェクト期間中の全体の活動についての展望が必要であり、そのためには

POの理解は有効である。ついては、プロジェクト活動の進捗状況をプロジェクト関係者全

員で共有し、プロジェクト運営におけるスーダン側のオーナーシップを高めるために、PO

を有効活用することが重要である。 

 

（3）スーダン側ローカルコスト負担への継続的な働きかけ 

本プロジェクトでは、R/Dにおいてスーダン政府のローカルコスト負担が合意されていた

ものの、1年次には予算が計上されず、2年次の中盤になって、2年次分と3年次分の予算が

計上された。これはスーダン政府の財政事情の厳しさも影響しているが、ある意味では、

プロジェクトの進行に伴って、スーダン政府がプロジェクトの有効性や価値、将来への可

能性等を認めたことの裏返しでもあるといえる。ただし、それら認識までには相当程度の

時間を要する場合があることも示しており、また、初年次のローカルコスト負担が難しく

ても、2年次、3年次に実現する可能性があることを示している。 

プロジェクト関係者は、開始当初にC/Pによるローカルコスト負担がされない場合であっ

ても、引き続きプロジェクトの価値を示しながら、その負担の必要性を説明し、継続的に

粘り強く実現を求めることが必要である。 

 

６－２－２ 職業訓練分野に関する教訓（団長所感） 

（1）開発調査から技術協力プロジェクト 

本案件は、最近のJICAのTVET支援では比較的珍しい、開発調査を踏まえた技術協力プロ

ジェクト案件であり、戦略的、かつ継続的な支援が行えたことが効果発現の観点からも有

益であったことは指摘できる。特に、本案件のプロジェクトディレクター（PD）である

SCVTA事務局長（SG）は、開発調査時から一貫してJICAの支援にかかわっており〔※開発

調査及び本案件開始時は局長（DG）のポスト〕、首尾一貫した対応がなされたことは、各案
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件の進捗に少なからず影響があったものと思料する。今後の課題は、ポストSG（後任）の

育成を含む人員体制の強化といえる。 

 

（2）中央組織を対象とした能力開発アプローチ 

今次プロジェクトでは、SCVTAという中央組織の能力強化を通じた、職業訓練サービス

の改善を図ってきた。プロジェクトの持続性や制度化といった観点からは、中央組織に対

する支援が効果的である一方、職業訓練の最終的な裨益者である訓練生の能力向上までは、

中央組織スタッフから職業訓練校管理者/指導員、更に訓練生という技術移転の段階を踏む

必要があり、時間を要することを考慮したうえで、目標・成果や指標の設定を行う必要が

ある。 

 

（3）人材育成と施設・機材整備のパッケージ支援 

人材育成と施設・機材整備のパッケージ支援は、他ドナーでは一部を除き一般的なアプ

ローチではない。これはすなわち、JICAの技術協力の比較優位性そのもので、実際、C/Pか

らの評価も高い。ただし、これら機材の市場との親和性については慎重な検討が必要であ

り、少なくとも現地調達によること、また職業訓練の目的はあくまで基礎的な技能習得で

あり、高度な技術習得は企業内で行うべきであることに留意する必要があろう。 

 

（4）他ドナーの巻き込み 

JICA（日本）が支援できる職業訓練分野の支援はある程度包括的といえるものの、それ

でも範囲は限定的であり、わが国が手を付けられない領域においては、他ドナーの支援が

不可欠な要素といえる。そういった意味で、今次調査時に行われた職業訓練分野ステーク

ホルダー会合（仮称）は重要な取り組みであり、SCVTAがイニシアティブを取りつつ、会

合を継続していくととともに、SCVTAへの投資メリットを積極的にアピールしていくこと

で、他ドナーの支援を取り付ける機会となることが期待される。 

 

（5）他案件との効果的な連携 

同一国で同じ分野を対象とした技術協力プロジェクトが複数件ある例はあまり多くない

が、スーダンでは本案件以外に、「ダルフール及び暫定統治三地域人材育成プロジェクト」

と「カッサラ州基本行政サービス向上による復興支援プロジェクト」の2件のプロジェクト

が同時並行的に実施されており、いずれも複数のセクターを対象とした活動であるが、そ

のなかで職業訓練分野への支援も行っている。こうした機会をとらえ、職業訓練分野に対

する各協力のシナジー効果を最大限発揮できるような取り組み、具体的には、地方のVTC

や訓練プロバイダーのニーズを把握する、SCVTAと地方VTCをつなぐ中間組織の設置につ

いて検討する、あるいは各案件のグッドプラクティスを共有し訓練システムの標準化を図

る、等の方策を検討することも一案と考えられる。 

 



付 属 資 料 

 

１．署名ミニッツ文書 

ANNEX 1 評価（達成度、活動の状況、5項目評価） 

ANNEX 2 PDM Ver.3 

ANNEX 3 投入実績 

 

２．評価グリッド 

 

３．インタビュー対象者リスト 
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